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【概要】

本稿の前半においては、確定決算基準の現状について整理し、考察した.後半においては、前

半の研究を踏まえて、確定決算基準の課題、具体的には、①企業会計の動向、②租税法会計の動向、

③コンパージエンスの確定決算基準に与える影響④確定決算基準の課題について整理し、考察し

た.確定決算基準の課題として指摘した主要な点は、次のとおりである.①会計基準のコンパージ

エンスが推進され市現行の法人税制の考え方とは相いれない考え方が企業会計で採られることとな

った場合には、公平な課税の観点から、公正処理基準に委ねることが適当でない項目については、

法人税法等の規定の点検・整備が必要となると考えられること.②損金経理要件については、廃止

すべきであるとの見解があるが、慎重に検討される必要があること.
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本稿の前半においては、確定決算基準の現

状、具体的には、①確定決算基準の意義等、②

確定決算基準の制度の変遷、③現行の確定決算

基準の制度について整理し、考察した1.後半

においては、前半の研究を踏まえて、確定決算

基準の課題、具体的には、①本稿における検討

の視点等、②企業会計の動向、③租税法会計の

動向、④コンパージェンスの確定決算基準に与

える影患⑤確定決算基準の課題について整理

し、考察するとととする。

4 本稿における検討の視点等

(1)本稿における検討の視点

今後の確定決算基準のあり方については、本

稿前半の官頭でみたように、大きく次の三つの

考え方が示されている.

① まず、企業会計の立場からは、確定決算基

準を廃止すべきとする見解が示されている。

企業活動の国際化に伴って企業会計の国際化

が指向されている中で、国際的に調和を目指

す財務会計基準を圏内的な性格を持つ租税法

の基準に合わせる考え方は難しいとして、今

後は損金経理によるしばりを緩和して全面的

に申告調整を可能にする方式に移行すべきで

あるとする見解である。

②つぎに、租税法の立場からは、従来の税制・

企業会計の一致の立場から必要に応じて両者

のかい離もあり得るという見解が示されてい

る。法人税の課税所得は今後とも商法・企業

会計原則に則った会計処理に基づいて算定す

ることを基本としつつも、適正な課税の実現

という税法固有の観点から必要に応じ、商

法・企業会計原則とは異なった取り扱いをす

ることが適切であるとする見解である.
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③さらに、上記の①、②の見直し論に対して れる。

は慎重に検討する必要があるとする見解が示

されている.企業会計と租税法会計の両計算

制度における真実性の保証が困難になるほ

か、企業会計と租税法会計とのかい離を一層

促進させる乙とになり、企業の納税事務の負

担が大きくなる、という観点からの見直し論

に対する慎重論である。

これらの見解のうち、どの見解に立つことが

適当かという点については、本稿前半の末尾で

も述べた、現行確定決算基準の趣旨に立ち返っ

て、検討される必要があろう.そこでは、現行

確定決算基準の趣旨として、次の2点を指摘

した.

①公平な税制の確保の観点

平成 12年の税制調査会答申は、「法人の

課税所得計算においては、その期に企業が稼

得した利益の額を基礎とするという基本的な

考え方に加えて、減価償却費ーなどの企業の

内部取引について恋意性を排除する必要があ

ることなどから、…『確定決算主義』が採ら

れています'02J と述べている.確定決算主義

を採用することは、課税所得の計算におい

て、企業の内部取引について恋意性を排除

し、適正な課税所得の算定、ひいては公平な

税制の確保を図ることにあると考えられる。

②簡素な税制の確保の観点

昭和40年の法人税法全文改正時の文献

は、『確定決算基準の制度を廃止して、貸借

対照表とは別途税務貸借対照表のようなもの

を認めることは、税務を複雑化し、執行面あ

るいは企業実務面において問題を生ずるもの

であるとの見地から、この確定決算基準の制

度はそのまま新法においても踏襲することと

されました.3Jと述べている.確定決算主義

を採用することは、納税者の納税事務負担の

軽減、課税庁の徴税コストの軽減、ひいては

簡素な税制の確保を図ることにあると考えら
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このような現行確定決算基準の趣旨に鑑みる

と、今後の確定決算基準のあり方について検討

するに当たっては、公平な税制の確保(企業の

内部取引について恋意性を排除し、適正な課税

所得の算定を行う)という観点及び簡素な税制

の確保(納税者の納税事務負担の軽量乱課税庁

の徴税コストの軽減)という観点からは、上記

の諸見解のうち、③の見解(確定決算基準の見

直し論に対しては慎重に検討する必要があると

する見解)を踏まえることが適当と考えられ

る。そこで、以下では、そのような視点に立っ

て検討し、考察することとする。

(2)本稿における論点

わが国企業会計の国際的な調和が指向されて

いる中で、確定決算基準の課題に関して検討す

る場合に、どのような点を論点としてとりあげ

るべきかについては、種々の側面から広範囲の

ものを設定するととができると考えられる。本

稿においては、実質的に確定決算基準の内容を

構成している点に絞って検討するとの観点か

ら、本稿前半で「確定決算基準の具体的な意味」

として述べた、形式的な側面からみたもの及び

実質的な側面からみたもののうち、実質的な側

面からみたものに関連する、次の点に関係する

ものを論点として設定するとととする.

①公正処理基準に関するもの

②損金経理要件に関するもの

5 企業会計の動向

確定決算基準の課題に関する考察をするに

当たって、まず、租税法会計と対応関係にある

企業会計(会社法会計、金融商品取引法会計)4

の動向について、具体的には、会計基準の制定、

コンパージエンスの推進、会計基準の制定の特

徴、 IFRSへの対応について、整理し、考察を
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しておくこととする.

(1) 会計基準の制定

わが国における会計基準については、平成 12

年までは企業会計審議会等が企業会計原則、企

業会計原則を補足する会計基準を定めてきた。

平成に入るまでは企業会計原則は企業会計処理

の総合的指針としての役割を果たしてきたもの

の、その後は個別の会計基準が大きな役割を果

たすようになってきている。会計基準の設定主

体については、平成 13年に財団法人財務会計

基準機構が設立され、そのもとにある企業会計

基準委員会(ASBJ)が、その後、「企業会計基準

第O号」という名称で会計基準を定めてきてい

る50

わが国における上記のような企業会計審議

会、企業会計基準委員会の活動の成果として、

近年、次のような会計基準の制定・改正が行わ

れてきている60

①先物・オプション取引等の会計基準(企業

会計審議会、平成2年5月)

② リース取引に係る会計基準(企業会計審議

会、平成5年6月) ・リース取引に関する

会計基準(企業会計基準委員会、平成 19年

3月)

③外貨建取引等会計処理基準(企業会計審議

会、昭和54年6月(平成7年5月改正))

④連結財務諸表原則(企業会計審議会、昭和

50年6月(改正・平成9年6月) ・連結財

務諸表に関する会計基準(企業会計基準委

員会、平成20年 12月(改正・平成22年

6月))

⑤研究開発費等に係る会計基準(企業会計審

議会、平成 10年3月、企業会計基準委員会

(改正・平成20年12月))

⑥退職給付に係る会計基準(企業会計審議

会、平成 10年6月。企業会計基準委員会、

平成 17年3月改正(最終改正・平成20年

7月))

⑦税効果会計に係る会計基準(企業会計審議

会、平成 10年10月)

⑧金融商品会計に係る会計基準(企業会計審

議会、平成11年1月) ・金融商品会計に関

する会計基準(企業会計基準委員会、平成 18

年8月(最終改正・平成20年3月))

⑨ 固定資産の減損に係る会計基準(企業会計

審議会、平成 14年8月)

⑩企業結合に係る会計基準(企業会計審議

会、平成 15年 10月) ・企業結合に関する

会計基準(企業会計基準委員会、平成20年

12月)

⑪ 自己株式及び法定準嚇金の取崩等に関する

会計基準(企業会計基準委員会、平成 14年

2月(のちに、自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準(平成 17年 12月))

⑫ 1株当たり当期純利益に関する会計基準

(企業会計基準委員会、平成 14年9月(最

終改正・平成22年6月))

⑬役員賞与に関する会計基準(企業会計基準

委員会、平成 17年11月)

⑭貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準(企業会計基準委員会、平成 17年12

月(改正・平成21年3月))

⑮株主資本等変動計算書に関する会計基準

(企業会計基準委員会、平成 17年 12月(改

正・平成22年6月))

⑮事業分離等に関する会計基準(企業会計基

準委員会、平成 17年 12月(改正・平成20

年 12月))

⑫ ストック・オプション等に関する会計基準

(企業会計基準委員会、平成 17年 12月)

⑬棚卸資産の評価に関する会計基準(企業会

計基準委員会、平成 18年7月(改正・平成

20年9月))

⑬ 関連当事者の開示に関する会計基準(企業

会計基準委員会、平成 18年 10月)
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⑫ 四半期財務諸表に関する会計基準(企業会

計基準委員会、平成 19年3月(最終改正・

平成22年6月))

⑫工事契約に関する会計基準(企業会計基準

委員会、平成 19年 12月)

⑫持分法に関する会計基準(企業会計基準委

員会、平成20年3月(改正・平成20年 12

月))

⑧セグメント情報等の開示に関する会計基準

(企業会計基準委員会、平成20年3月偏

終改正・平成22年6月))

@資産除去債務に関する会計基準(企業会計

基準委員会、平成20年3月)

⑤賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計

基準(企業会計基準委員会、平成20年 11

月)

⑧会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準(企業会計基準委員会、平成21年 12

月)

②包括利益の表示に関する会計基準(企業会

計基準委員会、平成22年6月)

また、中小企業のための現行の会計指針とし

ては、平成 17年8月、日本商工会議所等の関

係4団体によって公表された「中小企業の会

計に関する指針」があるに

なお、国際的には、各国の職業会計士団体に

より結成された国際会計基準委員会が 1973年

(昭和48年)から国際会計基準に関する活動

を行ってきた.その後、 2001年(平成 13年)

以降は、民間組織である国際会計基準委員会財

団が指名する国際会計基準審議会(IASB)が、

国際会計基準の策定にあたって中心的な役割を

担っている。その国際会計基準の中心由主国際

財務報告基準(IFRS)である。また、国際会計基

準審議会は、アメリカの会計基準設定の主体で

ある財務会計基準審議会(FASB)との聞で、会

計基準の統合(コンパージエンス)の動きを進
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めてきているえ

(2) コンパージェンスの推進

わが国会計基準の上記のような制定、改正の

動きを概観すると、特に最近において多くの会

計基準の制定等がなされているのがみてとれ

る。とれらの制定等がされた会計基準の中に

は、わが国会計基準の国際的なコンパージェン

スのためになされたものが多く含まれている。

すなわち、企業会計基準委員会(ASBJ)は、平

成 17年3月の国際会計基準審議会任ASB)との

第 1固定期会議を契機として、わが国会計基

準の国際的なコンパージエンスに積極的に取り

組んできた.その後、企業会計基準委員会は、

平成 19年8月に国際会計基準審議会との聞で

締結したいわゆる「東京合意」に従って、平成

20年末、 EUの同等性軒両に係る短期コンパー

ジェンス項目への対応を終了している。とうし

た企業会計基準委員会によるコンパージェンス

のための活動の成果としては、例えば、上記尺1)

会計基準の制定」の項目で示した⑥、 4弘4弘
4弘 4弘②~⑫の会計基準の制定・改正をあ
げることができよう.そして、同年 12月のEU

の同等性評価において、わが国の会計基準は、

国際財務報告基準uFRS)と同等であると評価さ

れている。

しかしながら、この同等性評価とコンパージ

エンスに関しては、 fEUによる日本の会計基

準の同等性決定は、 2008年末の一時点でみて

日本基準とIFRSの聞に差異がないというスタ

ティックなアプローチではなく、将来に向けた

コミットをも考慮した『ホーリスティック・ア

ブローチ』に基づき、東京合意に沿ってコンパー

ジェンスを計画通りに進められることが確実に

見込まれることから同等であると決定されたと

ころである.今後、欧州委員会(EC)は、コンパー

ジエンスの進捗状況をフォローアップしていく

こととしていることに留意する必要がある。9J



とされている.したがって、わが国の企業会計

基準委員会等としては、会計基準のコンパージ

エンスをさらに推進していくことが求められる

こととなろう.

(司会計基準の制定等の特徴

以上のような近年の会計基準の制定・改正の

特徴として、次の点が指摘されている100

第一に、わが国の会計基準と国際基準との調

和である.資本市場の国際化により、会計基準

の国際的なコンパージェンスが進んでいる.わ

が国の会計基準も、この流れに沿って変化して

きた.とりわけ、ここ数年は、国際財務報告基

準とのコンパージエンスの要請に応えるための

会計基準の整備が急速に進んでいる。

第二に、企業財務の透明化である。投資家に

対する情報提供を充実させるために、より多く

の情報、また、比較可能性の高い情報が開示さ

れるようになってきている。

第三に、損益計算から財産計算への力点の移

行である.従来、適正な期間損益計算が企業会

計の中核とされ、その中で取得原価主義が重要

な役割を担ってきた。しかし、企業の所有する

資産の含み損が投資家から観察不可能であるこ

との弊害を除去するために、時価主義志向が強

調されるようになった.金融商品に関しても、

時価主義が強調されている。もっとも、との時

価主義志向は、あくまで取得原価主義の枠の中

での修正として位置づけられている。

第四に、わが国会計基準の設定主体の変更で

ある。かつての政府機関の企業会計審議会に代

わり、民間団体である財務会計基準機構の企業

会計基準委員会が企業会計基準の設定を担うよ

うになった。これに伴い、会計基準の変更が弾

力化し、また、会計基準の内容も詳細なものと

なってきている。

第五に、わが国会計基準と税法との草離の拡

大である.かつて、トライアングル体制と称し
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て、企業会計原則、商法・法人税法の調整が図

られてきたが、近年、会計基準と会社計算規則

が接近し、また、会計基準について国際的なコ

ンパージエンスが強調されるのに従って、税法

との調整に関心が失われるようになってきている。

(4) IFRSへの対応

コンパージェンスを進めるための、上記のよ

うなわが国会計基準の制定・改正という動きが

ある一方で、金融庁の企業会計審議会企画調整

部会は、わが国における IFRSへの対応に関し

て、平成21年6月16目、「我が国における

国際会計基準の取り扱いについて(中間報告)J

(以下、「中間報告」という0)を公表した110

この中間報告おいては、①上場企業(国際的な

財務活動又は事業活動を行っている上場企業で

あるととなどの一定の条件を満たす企艶の連

結財務諸表については、平成22年3月期か

ら、 IFRSの任意適用を容認する、②その強制

適用の判断の時期については、平成24年を目

途とする(強制適用に当たっては、実務対応上

必要な期間として、強制適用の判断時期から少

なくとも 3年の準備期聞が必要になるものと

考えられ、平成24年に強制適用を判断する場

合には、その開始時期は平成27年または平成

28年とされている0)旨述べられている12。

また、これまでわが国において確立してきた

取引慣行や会計実務、更には税務との関係にも

考慮し、コンパージエンスの加速化を前提に、

いわゆる「連結先行」の考え方を用いて、 IFRS

の適用対象は、上場企業の連結財務諸表とされ

ている130

さらに、上場企業の個別財務諸表にIFRSを

適用することについては、強制適用の是非を判

断する際に、幅広い見地から検討を行うことと

されている140 加えて、非上場企業に対し任意

にIFRSによる財務報告を認めるかどうかにつ

いては、強制適用の判断の時点で改めて検討さ
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れる必要がある由主非上場の中小・中堅規模企

業については、 IFRS適用のニーズが低いこと

やIFRS適用のための体制整備や準備の負担を

考慮し、 IFRSの適用は慎重に考えるべきこと

とされている15。

この中間報告を受けて、内閣府(金融庁)は、

2009年 12月11目、「連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令J(平成21年内閣府令第73号)

を公布・施行し、金融商品取引法上、上記の上

場企業に、 IFRSにより連結財務諸表を作成す

るととを認めた。また、法務省は、同日、「会

社計算規則の一部を改正する省令J(平成21

年法務省令第46号)を公布・施行し、そうし

た企業について、会社法上も連結計算書類を

IFRSにより作成することを認めた.

6 租税法会計の動向

これまで、確定決算基準の課題に闘する考察

をするに当たって、租税法会計と対応関係にあ

る企業会計の動向について、整理し、考察して

きた。次に、他方の租税法会計の動向について、

整理し、考察しておくとととする。

企業会計と租税法会計との関係においては、

かつて両者の間で調和が保たれてきた。しかし

ながら、近年の企業会計基準の制定・改正およ

び法人税法の改正によって、その調和は崩れつ

つあると考えられる。そのきっかけとなった租

税法会計のサイドからのものとしては、平成 10

年度の法人税法改正をあげることができよう.

また、法人税法における平成 10年度の改正

以降の主要な改正としては、例えば、次のもの

がある。

①平成 10年度の法人税法改正(課税ベース

の拡大と税率の引き下げ〕

②平成 11年度の法人税法改正(税率の一層

の引き下げ)

③平成 13年度の法人税法改正(企業組織再
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編税制の整備)

④平成 14年度の法人税法改正鍾結納税制

度の創設)

⑤平成 16年度の法人税法改正(欠損金の繰

越期間の延長)

⑥平成 19年度の法人税法改正自成価償却制

度の抜本的見直し)

⑦平成22年度の法人税法改正(グループ法

人税制の整備)

ことでは、これらの法人税法の改正のうち、

確定決算基準に関連の深い改正、具体的には、

上昔日¢の平成 10年度の法人税法改正および上

記⑥の平成 19年度の法人税法改正に関してそ

の主要な点についてみておし

(1) 平成 10年度の法人税法改正

イ 税制調査会の法人課税小委員会報告

平成 10年度の法人税法改正(課税ベースの

拡大と税率の引き下げ)については、よく知ら

れている、平成8年11月の「税制調査会法人

課税小委員会報告」の内容が具体化されたもの

というととができる。そ乙で、以下に同報告の

要点を整理してみよう 16.

まず、同報告においては、商法・企業会計原

則と租税法会計(課税所得の計算)との関係に

ついて、「法人税の課税所得は、今後とも、商

法・企業会計原則に則った会計処理に基づいて

算定することを基本としつつも、適正な課税を

行う観点から、必要に応じ、商法・企業会計原

則における会計処理と異なった取扱いとするこ

とが適切と考える.17J と述べている.

また、課税ベースの見直しの視点について、

「課税ベースの全般的な点検の中で、その拡大

の可能性を探っていく際には、社会経済情勢の

変化や税制に対する新たな要請を踏まえつつ、

公正・中立で透明性の高い税制を構築する観点

から、望ましい方策を追求する必要がある.そ

のためには、企業業績を、その実態に即して、



的確に把握し課税するととが重要である。18J

とし、具体的には、次の視点から課税ベースの

見直しを検討すると述べている190

①費用又は収益の計上時期の適正化

税制の立場から、各年の企業業績を的確に

把握するため、費用又は収益の計上時期の適

正化が必要である。

②保守的な会計処理の抑制

商法・企業会計原則においては、いわゆる

保守主義の観点から、企業の健全性に配慮し

た会計処理方法を規定している。とれは、費

用や損失の計上を収益の計上よりも優先させ

るものとなっており、法人税法においては、

課税所得計算の適正化を確保する観点から、

過度に保守的な会計処理を抑制する必要があ

る。

③会計処理の選択制の抑制・統一化

会計処理方法の選択制は、商法・企業会計

原則の面からは合理性があるとしても、課税

所得計算に差異をもたらし、同様な条件の下

にある企業聞に税負担の格差をもたらす乙と

になる。課税所得計算の裁量性を抑制し、制

度の透明性の向上と企業聞の税負担の格差の

是正を図る観点か弘法人税法においては、

会計処理の選択制の抑制・統一化が必要であ

る。

④債務確定主義の徹底

費用の計上時期の適正化を図る場合におい

ても、課税の公正・明確化の観点から、不確

実な費用や長期間経過後に発生する費用の見

積り計上は、法人税法においては、これを極

力抑制する必要がある。

④経費概念の厳格化

法人が支出する『経費」の中には、事業遂

行上通常必要とされないものも含まれている

おそれがあるので、法人税法においては、経

費概念を従来以上に厳格に捉える必要がある。

⑤租税特別措置等の一層の整理合理化等
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⑥ 国際課税の整繍

さらに、税率の引き下げについては、「我が

国の法人課税の表面税率(調整後)が他国と比

べてなお相対的に高いことは否めない.これに

よる影響として、…海外からの我が国への投資

意欲が減退するおそれがある。20J、「課税ベー

スを点検した結果、その拡大の余地があるなら

ば、法人税の基本税率を引き下げ、他の主要先

進諸国並みに近づけることが望ましい021Jと

述べている。また、「課税ベースを拡大すれば、

課税所得のある企業の範囲が広がり、税負担が

より多くの企業の聞で分担されるととになる。

課税ベースの拡大に併せて税率を引き下げれ

ば、これまで狭い課税ベースの下で相対的に高

い税率を課されていた企業の負担が軽減され

る。22J としている.

ロ改正の具体的内容

平成 10年度の法人税法の改正においては、

上記イの税制調査会法人課税小委員会報告で示

された視点から、具体的には次の項目などにつ

いて改正が行われた230

(イ) 法人税率の引き下げ

企業活力の発揮・国際競争力の維持に資する

観点から、各事業年度の所得に対する法人税の

基本税率が37.5%から 34.5%に引き下げら

れた.

なお、この引下げにより、国税である法人税

の表面税率(調整後)は、当時、主要先進国の

中で最も低い英国に並ぶ水準となった.

(ロ) 課税ベースの見直し

平成 10年度の法人税法改正は、課税ベース

の見直しに関するものとして、引当金、減価償

却、有価証券の評価、長期割賦販売等に係る収

益及び費用の帰属事業年度、工事の請負に係る

収益及び費用の帰属事業年度、過大な使用人給
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与等の損金不算入、など幅広い項目についてな

されている。ここでは、そのうち、企業会計に

大きな影響を与えることとなった各種の引当金

の改正にしぼって見ておく.

①貸倒引当金

貸倒引当金については、不確実な損失の見

積もりを極力排除し恒常的に発生する損失を

見込むためのものとするとの観点から、改正

前に認められていた法定繰入車貸倒実績率

のうち、法定繰入率が廃止さtl，貸倒実績率

のみによる引当金の制度に改められた。

②賞与引当金

賞与引当金については、法人はその支給対

象期間のほか、その支給基準日を定めている

のが通例であるとして、課税の明確性・統一

性の観点から、廃止された.

③退職給与引当金

退職給与引当金については、債務確定主義

の徹底の観点から、その累積限度額が期末退

職給与の要支給額の40%相当額から 20%

相当額に引き下げられた.

なお、法人税法上の退職給与引当金は、そ

の後の平成 14年度の税制改正によって廃止

されている.

④製品保証等引当金

製品保証等引当金については、引当ての対

象となる製品等は一部のものに限定されてい

るものの、最近では多くの製品等に無償補修

の約定がなされており、業種聞の不公平が生

じている、などとして、廃止された。

⑤特別修繕引当金

特別修繕引当金については、定期的に行わ

れる大規模な修繕であるとはいえ、特定の事

業者にのみ認められているものであり、公平

を害することとなっているおそれがある、な

どとして、廃止された.一方で、その廃止は、

適用企業の期間損益計算に大きな影響を及ぽ

すおそれがあることから、特別修繕費用のす

べてを特別修繕が行われるまでの期間に負担

させるべきであるとの従来の考え方を改め、

従前の繰入限度額を4分の 3に縮減した上

で、租税特別措置(特別修繕準備金)として

措置するとととされた.

なお、とれらの改正点のうち、上記の②~⑤

の改正については、適正な課税所得の算定とい

う基本的な考え方から離れて、課税ベースを拡

大しつつ税率を引き下げるとの考え方を反映し

たもの、すなわち、政策的な側面を含む観点か

らの改正・措置であると考えられる。

(2)平成 19年度の法人税法改正

イ税制調査会の答申

税制調査会は、平成 19年度の税制改正に当

たり、総合的な税制改革の全体像との整合性を

考慮しながら、早急な見置しを必要とする減価

償却制度・留保金課税制度のあり方、会社法や

信託法等における制度改革に対する税制面の対

応、金融所得課税のあり方などの事項について

検討を行っている。平成 19年度の法人税法改

正においては、以下、平成 10年度の法人税法

改正と同様に、企業会計に大きな影響を与える

こととなった減価償却制度の改正に焦点を当て

て見ておく.

税制調査会の「平成 19年度の税制改正に関

する答申J(平成 18年 12月)は、上記の検討

結果を踏まえて、減価償却制度について次のと

おり述べている。

「減価償却制度は、償却資産の使用期間にわ

たって費用と収益を対応させるものであるが、

国際的な競争条件を揃え、競争上のハンディキ

ャップをなくすことが重要である.このため、

主要国では設けられておらず、合理的な説明が

困難な償却可能限度額保得価額の 95%)につ

いては、これを撤廃すべきである.また、設備

投資を促進し、生産手段の新陳代謝を加速する
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観点から、新規取得資産について法定耐周年数

内に取鮒面額全額を償却できるよう制度を見直

し、残存価額(10%)を廃止するとともに、償却

率についても国際的に遜色のない水準に設定す

べきである。法定耐周年数・設備区分について

は、使用実態を十分把握した上で、簡素化等の

見直しをしていく必要がある。特に、技術革新

のスピードが早く、実態としても使用年数の短

いものについては、早急に法定耐周年数を短縮

すべきである024J

ロ改正の具体的内容

平成 19年度の法人税法の改正においては、

上記イの税制調査会答申で示された考え方を踏

まえて、経済がグローバル化する中で、イノベー

ションを加速させ、税制においても国際的なイ

コールフッティングを確保し、わが国経済の成

長基盤を整備するとの観点から、具体的には減

価償却制度について次のとおり抜本的に改めら

れた250

①平成 19年4月1日以後に取得をされた

減価償却資産の償却の方法について、償却

可能限度額・残存価額が廃止された.

②平成 19年4月1日以後に取得をされた

減価償却資産の償却の定率法の計算におい

て、新たにいわゆる 250%定率法が採用さ

れた。

なお、これらの改正点のうち、上記の②の改

正については、適正な課税所得の算定という基

本的な考え方から離れて、「国際的な競争条件

を揃え、競争上のハンディキャップをなくす」

との考え方を反映した観点、すなわち、政策的

な側面を含む観点からの改正・措置であると考

えられる.

現代ビジネス研究

7 コンパージェンスの確定決算基準に
与える影響

これまで、企業会計の動向、租税法会計の動

向についてみてきた.と乙では、企業会計等の

動向に伴う確定決算基準への影響、すなわち、

会計基準のコンパージェンスが確定決算基準に

与える影響について、とれまでに指摘されてい

るととを基本としつつ、整理しておくこととす

る.具体的には、①公正処理基準に関するもの

QFRSの特徴から生ずる時価評価(公正価値評

価)及び原則主義に係るもの)、②損金経理の

要件に関するものについてである。

(1) 公正処理基準に与える影響

会計基準のコンパージエンスによる公正処理

基準に与える影響については、以下にみるよう

に、lFRSの特徴から生ずる、時価評価(公正

価値評価)によるもの及び原則主義によるもの

がありえよう。

イ 時価評価(公正価値評価)によるもの

IFRSの特徴の一つである時価評価(公正価

値評価)の公正処理基準に与える影響について

は、すでにコンパージエンスがなされているわ

が国の会計基準をみることによって明らかとな

るとして、要旨次のように説明されている出。

例えば、固定資産の減損会計では、割引前将

来キャッシュフロー総額が帳簿価額を下回る場

合に減損損失を認識することとされている.と

のように減損損失を認識するかどうかの決定に

は、将来キャッシュフローの見積りが要求され

る.つまり、将来予測が、会計処理に重要な役

割を果たすことになる。

さらに、減損損失を認識する場合、減損損失

の金額を測定する基準となる回収可能価額は、

資産または資産グループの正味売却価額と使用
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確定決算基準の現状と課題 (2・お (秋峯晴男)

価値のいずれか高い方の金額とされており、前

者の正味売却価額は、期末における市場咽格を

基礎として算定される金額であることから、市

場の価格メカニズムを利用することになる.一

方、後者の使用価値は、対象となる資産の将来

キャッシユフローの割引現在価値として求めら

れるととから、将来キャッシュフローの見積り

が必要になる。

したがって、固定資産の減損会計では、将来

予測または市場の価格メカニズムに依存した会

計処理が行われるということを、特徴としてあ

bずることができる.

このような特徴は、減損会計だけに限られた

ことではなく、コンパージエンスを意識して設

定された新しい会計基準に共通してみられる特

徴である.

とのように、 IFRSの考え方を反映して、す

でにわが国の基準として設けられているものに

共通している特徴として、将来指向と市場指向

がある。しかし、将来のととは誰にも正確には

わからないことから、将来予測に基づくという

ことになれば、主観的な会計処理が行われるこ

とになる.また、市場価格に基づいて評価をす

るとしても、リーマン・ショック以降、市場取

引が激減して流動性が低くなったものについて

は公正価値としての市場価格を入手できないと

いう議論が行われているように、市場価格メカ

ニズムに依存する会計もまた、主観的になる。

上記の説明にあるような時価評価(公正価値

評価)による企業会計への影響を踏まえるとと

もに、他方で、課税所得金額の算定が、これま

で客観的なもの(例えば、実現主義・取得原価

主義)を基礎にしてなされていることを考慮す

ると、会計基準のコンパージエンスは、公正処

理基準に小さくない影響を与えることとなろ

う。

ロ原則主義によるもの

IFRSのもう一つの特徴である原則主義の公

正処理基準に与える影響については、要旨次の

ように説明されている270

との原則主義(プリンシプル・ベース)とい

う概念に対立する概念としては規則主義 Oレー

ル・ベース)という考え方がある。そして、原

則主義・規則主義の概念については、形式面と

実質面の二つに分けて整理することができる。

形式面においては、原則主義は会計基準では原

則のみを定め、詳細な規則までは基準の中に置

かない立場といえる.これに対して、規則主義

は、詳細な規定までも基準の中に置く立場をと

る.具体的には、ブライト・ライン(brightline) 

といわれる画定基準があるかないかという形で

形式面での相違が現れる.

例えば、重要性の乏しい少額の減価償却資産

については、資産計上して減価償却するのでは

なく、事業の用に供したときに全額費用計上す

る処理を認める場合に、わが国租税法の規定で

は、その重要性があるか乏しいかの判定基準と

して 10万円という数値基準が明確に示されて

いる.このように、 10万円未満の少額減価償

却資産であれば、費用処理してもかまわないと

して、具体的に示すのが規則主義である。

乙れに対して、単に重要性が乏しいものにつ

いては費用処理しても構わないと指示するのみ

で、具体的にいくらまでのものが重要性に乏し

く、いくら以上のものを重要性があるとするの

か示さないのが、原則主義である。

わが国の企業会計原則は、原則主義の考え方

が現れた代表的なものになるが、それに対し

て、法人税法、法人税法施行令、法人税法施行

規則、法人税基本通達は、規則主義の考え方が

現れたものということができる。これが形式面

での原則主義と規則主義の違いである.

実質面における原則主義と規則主義の違いに
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ついてみると、原則主義は、財務報告の目的の

達成を最優先する立場をとる考え方であるいえ

る.今日、財務報告の目的は、投資の意思決定

に役立つ情報を提供することであるという点で

は、欧米諸国やわが国でも、ほぽ共通の認識と

なっており、投資の意思決定に役立つ情報を提

供する会計処理を行うととが最優先されるの

が、原則主義に基づく会計基準ということになる。

これに対して、規則主義の立場を取るなら

ば、基準で定められた規定に準拠することが優

先されることになる.規定に準拠した結果、仮

に財務報告の目的が達成できないことがあって

も、それは仕方がない、と考えるのが規則主義

の帰結ということになる.

このように実質面と形式面とでニュアンスは

変わってくるものの、いずれにしても、 IFRSで

は原則主義の考え方がとられているといわれて

いる。その結果、基本的な考え方は受け入れ可

能であるとしても、その考え方の下では、個別

の企業ごとに、具体的な会計処理や財務報告の

手続を定めていくことが必要になり、会計実務

の現場でそれをどのように適用していくのかと

いう局面では、混乱の生じることが予想される。

以上の説明にあるように、原則主義の考え方

の下では、個別の企業が自ら具体的な会計処理

等を定めるととが必要になるが、その場合、同

様の状況にある企業間にあっても具体的な会計

処理等がまちまちなものとなるととも十分に想

定される。他方、課税所得金額の算定において

は、公平な課税の観点から、規則主義の考え方

によって画一的に、かつ、詳細に法人税法等に

定められている.こうしたことを考慮すると、

会計基準のコンパージェンスは、公正処理基準

に小さくない影響を与えることとなろう.

(2)損金経理要件に与える影響

乙れまでの確定決算基準に対する批判の多く

現代ビジネス研究

は損金経理に関するものであり、最近の会計基

準の国際化に伴うものも同様であるとして、会

計基準の国際化に伴い損金経理要件の廃止を含

めた弾力的な見宜しをすべきであるとの見解に

ついて、概略次のように説明されている280

損金経理は、外部取引を伴わないために裁量

の余地のある内部取引や性格の暖昧な支出に係

る金額を、法人の意思表示に従って確定させる

必要から要請されている.その結果、企業会計

は租税法の影響を強く受けることとなり、これ

まで企業会計の側面からは、これは「逆基準祉

ないし「企業会計に対する税法の介入」として

問題観されてきた。最近の論考をみても同様の

考え方が示されている。

例えば、日本公認会計士協会の報告書29は、

確定決算主義の今後の方向性として、損金経理

要件の廃止を含めた弾力的な見直しを提言して

いる。そこでは、「損金経理要件の問題点(逆

基準性及び税務メリットの放棄)Jという項目

を掲げて、減価償却を例にとり、次の点を指摘

している。すなわち、「連結財務諸表は個別財

務諸表の合算を基礎としているため、個別財務

諸表においてIFRSと同じ考え方で減価償却費

を計上した場合、個別財務諸表における逆基準

性の問題は生じないが、税務メリットを享受で

きない可能性がある。一方で、個別財務諸表に

おいて法人税法基準による減価償却を行った場

合には、とれを連結修正仕訳においてIFRSに

基づく減価償却費に修正しなければならない場

合がある。この場合には税務メリットは享受で

きるが、 IFRSに軸を据えた場合の個別財務諸

表における逆基準性の問題が残り、日本基準と

IFRSで減価償却に差が生じてしまうことにな

るo30J

要するに、税務上のメリットを享受するため

に税法基準によって償却費を計上すれば、財務

諸表の適正性が損なわれる等の事態が生じ、他
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確定決算基準の現状と課題 (2・お (秋峯晴男)

方、会計基準により減価償却を行えば、損金算

入額が小さくなる場合が生じるとする.したが

って、損金経理要件を廃止し、申告調整を認め

るべきである、という主張である.

上記のような見解については、以上の説明に

続けて述べられているように、これまで租税法

の立場からは、法人税法が損金算入限度額まで

の償却を奨励しているわけではないこと、ま

た、各企業の実態に見合った償却を法人税法が

妨げているわけではないことから、基本的には

法人の判断の自主性の問題であるとの考え方が

示されてきたところであり、従来の議論とさし

て代わり映えしないもの31といえよう.

8 確定決算基準の課題

これまでの研究を踏まえて、最後に、会計基

準のコンパージェンスがさらに推進された場合

に、確定決算基準にはどのような課題が生ずる

とととなるのか、考察してみることとする。具

体的には、①公正処理基準に関するもの、②損

金経理要件に関するものについてである.ま

た、その場合の会計基準のコンパージエンスの

具体的な内容は、その範囲が広いものであり、

租税法会計に対する影響が大きくなることを前

提とする.さらに、課税所得金額の算定におけ

る収益の認識・資産の評価については、原則と

して実現主義・取得原価主義が維持されるとと

を前提とする。

(1)公正処理基準に関する標題

イ 公正処理基準と法人税法等の規定との関

係

はじめに、公正処理基準と法人税法等の規定

との関係について、整理し、確認しておくこと

とする。

第一に、法人税法22条1項においては、課

税所得の金額は、益金の額から損金の額を控除

した金額とする旨定められている.そして、法

人税法22条2項おいては、益金の額に算入す

べき金額は、別段の定めがあるものを除き、資

産の販売等の取引で資本等取引以外のものに係

る収益の額とする旨定められている。さらに、

法人税法22条3項においては、損金の額に算

入すべき金額は、別段の定めがあるものを除

き、①売上原価等の原価の額、②販売費、一般

管理費その他の費用の額、③損失の額で資本等

取引以外の取引に係るものとする旨定められて

いる.最後に、法人税法22条4項が、法人の

収益・費用等の額は、「一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準」に従って計算されるも

のとする、と定めている.

第二に、公正処理基準の内容については、こ

こにいう rw一般に公正妥当と認められる会計

処理の基準』というのは、..一般社会逸念に照

らして公正で妥当であると評価されうる会計処

理の基準を意味する。客観的な規範性をもっ公

正妥当な会計処理の基準といいかえてもよい。

その中心をなすのは、企業会計原則・岡注偲

企業会計基準委員会の会計基準・適用基準

等32、中小企業の会計に関する指針や、会社法、

金融商品取引法、これらの法律の特別法等の計

算規定・会計処理基準等であるが、それに止ま

らず、確立した会計慣行を広く含むと解すべき

であろう。33J とされている。

第三に、他方で、課税所得を算出するための

益金および損金の計算については、法人税法お

よび租税特別措置法によって、租税政策上の理

由から多数の別段の定めがなされており、一般

に公正妥当と認められる会計処理の基準が大幅

に修正を受けている.ちなみに、法人税法およ

び組税特別措置法の益金および損金に関する規

定は、この点で、①一般に公正妥当と認められ

る会計処理の基準を確認する性質のもの(例え

ば、資産の評価益の益金不算入の規定(法人税

法第25条)等)、②一般に公正妥当と認めら
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れる会計処理の基準を前提としつつも、画一的

処理の必要から、統一的な基準を設定し、また

は一定の限度を設け、あるいはそれを部分的に

修正することを内容とする規定(例えば、棚卸

資産の評価に関する規定(法人税法第29条)

等)、③租税政策上または経済政策上の理由か

ら、一般に公正妥当と認められる会計処理の基

準に対する例外を定める規定(例えば、受取配

当の益金不算入に関する規定(法人税法第23

条)、交際費の損金不算入に関する規定(租税

特別措置法61条の4)等)、の三つに分類する

ととができる34。

第四に、以上の三点を総合すると、課税所得

の金額の算定のための、益金または損金の額の

計算において、「一般に公正妥当と認められる

会計処理の基準」に従って計算がなされること

となるのは、法人税法22条2項または同条3

項にいう「別段の定め」がない場合に限られる

ことになる。逆にいえば、法人税法22条2項

または同条3項にいう「別段の定め」がある

場合には、その益金または損金の額の計算につ

いては、「一般に公正妥当と認められる会計処

理の基準」に従って計算がなされる必要はな

く、その別段の定めに従って計算がなされれば

よいことになる.

ロ 法人税法等の規定の点検・整備の必要性

現行法人税法等においては、収益・費用の認

識、資産の評価については、原則として、それ

ぞれ実現主義、取得原価主義の考え方がとられ

ている。例えば、収益の認識については、『あ

る収益をどの事業年度に計上すべきかは、一般

に公正妥当と認められる会計処理の基準に従う

べきであり、とれによれば、収益は、その実現

があった時、すなわち、その収入すべき権利が

確定したときの属する年度の益金に計上すべき

ものと考えられる.35J と解されており、実現

主義を採用するものと考えられている36.加え

現代ビジネス研究

て、資産の評価については、取得原価主義の考

え方がとられており、その損益は、原則として、

益金・損金の額に算入されないこととされてい

る(法人税法第25条・第33条)。また、課税

所得金額の算定においては、公平な課税の観点

から、規則主義的な考え方により、その取り扱

いが画一的に、かつ、詳細に法人税法等に定め

られている(そのような例としては、例えば、

法人税法第31条に定められている「減価償却

資産の償却費の計算及びその償却の方法」をあ

げるととができよう。)。

このように、収益の認識、資産の評価につい

て、原則として、それぞれ実現主義、取得原価

主義の考え方がとられており、また、課税所得

金額の算定において、その取り扱いが画一的

に、かつ、詳細に法人税法等に定められている

のは、前項の f7 コンパージェンスの確定決

算基準に与える影響」の f(l)公正処理基準

に与える影響」でみたように、公平な課税の観

点から、課税所得金額の算定は、客観的なもの

(実現主義・取得原価主義、規則主義の考え方

によるもの)を基礎にしてなされる必要がある

という点にあると考えられる。

一方、会計基準のコンパージェンスが一層推

進された場合には、同じく前項でみたように、

上記の現行の法人税制の考え方とは相いれない

考え方、例えば、会計処理における将来予測・

市場価格に依存する考え方、原則主義的な考え

方が、企業会計のより多くの項目で採られるこ

ととなろう。その場合には、公正処理基準に関

係する現行法人税法の規定の点検・整備が課題

となると考えられる。具体的には、会計基準の

コンパージェンスがさらに推進され、現行の法

人税制の考え方とは相いれない考え方が企業会

計のより多くの項目で採られることとなった場

合には、公平な課税の観点から、言い換えれば、

実現主義、取得原価主義の考え方を堅持する

観点から、また、規則主義的な考え方を堅持す
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確定決算基準の現状と課題 (2・完) (秋峯晴男)

る観点から、公正処理基準に委ねるととが適当

でない項目については、項目ごとに法人税法等

の規定の点検・整備が必要となると考えられ

る.

ハ企業会計・租税法会計の調和の必要性

近年の企業会計の動向をみると、さまざまな

会計基準が制定されているが、その内容は国際

会計基準と同調する、反対に、租税法会計とは

かい離する、という傾向が顕著である。他方で、

租税法会計においても、平成 10年度の法人税

法改正以除それまでとは異なる考え方の下

に、企業会計とはかい離した取り扱いがとられ

てきている。

しかしながら、企業会計と租税法会計の趣

旨・目的は、本来的に異なっているものの、企

業会計・租税法会計の双方とも、「会計」とい

う手段を通じて会社(法人)の経済活動の成呆

(利益を捉えようとする点では同じである.

また、真実性、透明性及び明確性が要請される

企業会計と租税法会計とは、ともに理念を共有

しているとみる乙ともできる。とのような観点

からは、両者の計算規定には著しい差異がない

ことが望ましく、企業における会計実務の面か

らみても、可能な範囲において共通した計算規

定を有することが適当であると考えられる370

その意味では、租税法会計において、 r6

租税法会計の動向」の項目で指摘した、政策的

な側面を考慮してなされた各種引当金の廃止、

減価償却資産償却の 250%定率法の採用につ

いては、適正な期間利益新得)の算定の観点、

企業会計・租税法会計の調和の観点から、再検

討が必要と考えられる。

(2) 損金経理要件に関する課題

イ 損金経理要件の廃止の見解

法人税法は、本稿の前半でみたように、課税

所得の計算上、費用又は損失について損金算入

を認める場合に、減価償却資産の減価償却費な

ど、多くの項目について損金経理要件を設けて

いる。その意義は、法人が確定した決算におい

て採用した費用又は損失に関する具体的な会計

処理が適正な会計基準に従ってなされている限

り、その計算を所得計算の上でみだりに変更し

ではならない(すなわち、申告調整は許されな

い。)とするものである.

損金経理要件については、これを廃止し、い

わゆる申告調整方式による場合にも、損金算入

を認めるべきであるという見解がある。その理

由、根拠はさまざまであるが、次のような点が

指摘されている380

①法人税が申告納税方式を採用していること

からみると、法人の内部取引に関する意思の

確認を申告書の上で行うことも可能であり、

必ずしも損金経理による必要はない。

②企業会計と会社法会計の国際化が進行する

と、会計基準と法人税法との講離が拡大する

こととなり、損金経理要件が会計処理と税務

処理の障害になるおそれがある。

③損金経理要件は、償却費や引当金の計上額

などについて、企業会計上適正と認められる

金額を超えて費用計上することの誘因となっ

ており、税務が不当に会計に介入するという

逆基準性の問題を生じさせている.

ロ 損金経理要件のあり方

損金経理要件については、上記のように、こ

れを廃止し、申告調整方式を認めるべきである

という見解がある.しかしながら、この点につ

いては、次のことにも留意する必要がある。

① まず、申告調整方式を認める場合に生ず

る、課税上の不都合な点についてである。課

税所得の算定上、企業会計との調和をどこま

で図るべきかは、立法政策の問題である。そ

の立法政策を考える上で重要な点が経営者の

インセンティブに与える影響である.一方

aU 
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で、上場企業は、金融商品取引法に基づき、

投資家に対して企業業績の開示が必要になる

(ここでは、企業会計が用いられる，)。この

場面では、企業の経営者としては、事業活動

が好調で、利益が大きく出ていると表示する

インセンティプをもっ。他方で、その企業は、

法人税法に基づき、税務署に対して法人税の

確定申告をする必要がある(とこでは、課税

所得の算定が必要になる。)。そこでは、経営

者としては、課税所得が小さいほど納付税額

も小さくなることから、課税所得が小さいも

のとして申告するインセンティブをもっ。こ

のように、企業会計の場面と課税所得算定の

場面とでは、逆方向のインセンティプが働

く。したがって、両者についてルールを揃え

ておくととで、経営者の行動に一定のしばり

がかかる。乙のようなととから、納税費用・

徴税費用・政治費用の最小化の手段として確

定決算主義が採用されているという理解が提

示されている3凡なお、最近の実証研究によ

ると、米国では、 1990年代に会計上の利益

と税務上の所得のギャップが拡大したとい

う40。有名な例では、エンロン社が、 1996

年から 99年にかけて、課税所得をゼロと申

告していたが、会計上の利益は23億ドルに

のぼっていたという.これは、エンロン社の

執揃なタックス・シェルター活動によるもの

である41，

②次に、逆基準性の問題についてである。す

なわち、いわゆる逆基準性の問題は、法人税

法の基準にかかわりなく、企業会計の基準に

従って適正な処理を行えば生じないことであ

り、法人税法が損金経理要件を採用している

こととは、論理的には関係しないと考えられ

る42。例えば、減価償却費の額の計算に闘し

ていえば、すでに、上記 r7 コンパージェ

ンスの確定決算基準に与える影響」の町2)

損金経理要件に与える影響」のか所で見た

現代ビジネス研究

ように、法人税法が減価償却費の損金算入限

度額までの償却を奨励しているわけではない

こと、各企業の実態に見合った減価償却を法

人税法が妨げているわけではないことから、

逆基準性の問題は、基本的には法人の会計処

理に関する判断の自主性の問題であると考え

られる。また、との点は、同じく上記 r7

コンパージェンスの確定決算基準に与える影

響』の代2) 損金経理要件に与える影響」

のか所でみた見解の内容からもわかるよう

に、会計基準のコンパージエンスが進展し、

企業会計と租税法会計とのかい離が一層拡大

することとなった場合においても、同様のこ

とがいえると考えられる.

以上のととを考慮すると、損金経理要件を廃

止し、申告調整方式を認めるべきかどうか、と

いう点については、慎重に検討される必要があ

ろう。

ハ損金経理要件の再点検等の必要性

損金経理要件を廃止し、申告調整方式を認め

るべきかどうか、という点については、前項で

述べたように、慎重に検討される必要があろ

う。しかしながら、他方で、損金経理要件が設

定されている個々の項目については、その内容

に関して再点検の上、整備の必要があるように

考えられる。

例えば、減価償却資産の償却費の計算におい

ては、すでに見たように、平成 19年度の法人

税法の改正により、その定率法の計算上、いわ

ゆる 250%定率法が採用されている。この平

成 19年度改正後の減価償却制度については、

「投資額の早期回収を図り、税制における国際

的なイコールフッティングを確保するという政

策的な色彩が強い.そうであるにもかかわらず

損金経理を要件とすることで、企業会計上認め

られる償却額が法人税法上の償却限度額に遺せ

-17ー



確定決算基準の現状と課題 (2・完) (秋峯晴男)

ず、意図した政策効果を十分に実現するととが

できない可能性が考えられる。また、法人税法

上の償却限度額を企業会計上の償却額として採

用する企業行動を招き、逆基準性の問題を拡大

しているのではないかとの指摘もある。43J

損金経理要件が設定されている、このような

項目については、適正な課税所得{企業利益

の算定の観点・政策効果の確保の観点から、再

点検を行い、法人税法上の損金算入限度額を、

適正な課税所得(企業利益)の算定のための部

分とそれ以外の部分(政策的に設けられている

部分)とに区分して、前者の部分についてのみ

損金経理要件の設定を行うとともに、後者の部

分については損金経理要件の設定は行わず、申

告調整を認めるなどの整備を行うこととするこ

とが適当と考えられる.

おわりに

本稿の後半においては、確定決算基準の課

題、すなわち、①企業会計の動向、②租税法会

計の動向、③コンパージエンスの確定決算基準

に与える影響、 S確定決算基準の課題について
整理し、考察してきた440

繰り返しになるが、確定決算基準の課題とな

ると考えられる点を述べると、次のとおりであ

る。

第一に、会計基準のコンパージェンスが推進

され、現行の法人税制の考え方とは相いれない

考え方が企業会計のより多くの項目で採られる

こととなった場合には、公平な課税の観点か

ら、言い換えれば、実現主義、取得原価主義の

考え方を堅持する観点から、また、規則主義的

な考え方を堅持する観点から、公正処理基準に

委ねるととが適当でない項目については、項目

ごとに法人税法等の規定の点検・整備が必要と

なると考えられる。

第二に、企業会計と租税法会計の趣旨・目的

は、本来的に異なっているものの、企業会計・

租税法会計の双方とも、「会計」という手段を

通じて会社(法人)の経済活動の成果(利却

を捉えようとする点では同じである。また、真

実性、透明性及び明確性が要請される企業会計

と租税法会計とは、ともに理念を共有している

とみることもできる。このような観点からは、

両者の計算規定には著しい差異がないことが望

ましく、企業における会計実務の面からみて

も、可能な範囲において共通した計算規定を有

するととが適当であると考えられる。その意味

では、租税法会計において、政策的な側面を考

慮してなされた各種引当金の廃止、減価償却資

産償却の 250%定率法の採用については、適

正な期間利益(所得)の算定の観点、企業会計・

租税法会計の調和の観点から、再検討が必要と

考えられる。

第三に、損金経理要件については、これを廃

止し、申告調整方式を認めるべきであるという

見解がある。しかしながら、この点については、

慎重に検討される必要がある。

第四に、損金経理要件が設定されている個々

の項目については、適正な課税所得(企業利益)

の算定の観点・政策効果の確保の観点から、再

点検を行い、法人税法上の損金算入限度額を、

適正な課税所得(企業利益の算定のための部

分とそれ以外の部分(政策的に設けられている

部分)とに区分して、前者の部分についてのみ

損金経理要件の設定を行うとともに、後者の部

分については損金経理要件の設定は行わず、申

告調整を認めるなどの整備を行うこととするこ

とが適当と考えられる.
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以上で、本稿はとじることとするが、今後こ

れを発展させる形で、最後に触れた、損金経理

要件が設定されている個々の項目のあり方につ

いて考察するとととしたいと考えている。
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